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○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第十九号）（抄）【平成三十年四月一日施行（予定）】

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別表 別表

指定居宅サービス介護給付費単位数表 指定居宅サービス介護給付費単位数表

１ 訪問介護費 １ 訪問介護費

イ 身体介護が中心である場合 イ 身体介護が中心である場合

⑴ 所要時間20分未満の場合 165単位 ⑴ 所要時間20分未満の場合 165単位

⑵ 所要時間20分以上30分未満の場合 248単位 ⑵ 所要時間20分以上30分未満の場合 245単位

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 394単位 ⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 388単位

⑷ 所要時間１時間以上の場合 575単位に所要時間１時間から計 ⑷ 所要時間１時間以上の場合 564単位に所要時間１時間から計

算して所要時間30分を増すごとに83単位を加算した単位数 算して所要時間30分を増すごとに80単位を加算した単位数

ロ 生活援助が中心である場合 ロ 生活援助が中心である場合

⑴ 所要時間20分以上45分未満の場合 181単位 ⑴ 所要時間20分以上45分未満の場合 183単位

⑵ 所要時間45分以上の場合 223単位 ⑵ 所要時間45分以上の場合 225単位

ハ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合 98単位 ハ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合 97単位

注１ 指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設 注１ 利用者に対して、指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等

備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以下「指 の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令

定居宅サービス基準」という。）第５条第１項に規定する指定 第37号。以下「指定居宅サービス基準」という。）第５条第１

訪問介護事業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等（同項に 項に規定する指定訪問介護事業所をいう。以下同じ。）の訪問

規定する訪問介護員等をいう。以下同じ。）が、利用者（介護 介護員等（同項に規定する訪問介護員等をいう。以下同じ。）

保険法施行令（平成10年政令第412号）第３条第１項第２号に が、指定訪問介護（指定居宅サービス基準第４条に規定する指

規定する厚生労働大臣が定める者（指定居宅介護等の提供に当 定訪問介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、現に要した

たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成18年厚生労働省 時間ではなく、訪問介護計画（指定居宅サービス基準第24条第

告示第538号。注10において「居宅介護従業者基準」という。 １項に規定する訪問介護計画をいう。以下同じ。）に位置付け

）第１条第３号、第８号及び第13号に規定する者を除く。）が られた内容の指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間で所

指定訪問介護（指定居宅サービス基準第４条に規定する指定訪 定単位数を算定する。

問介護をいう。以下同じ。）を行う場合にあっては、65歳に達
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した日の前日において、当該指定訪問介護事業所において事業

を行う事業者が指定居宅介護（障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労

働省令第171号。以下「指定障害福祉サービス等基準」という

。）第４条第１項に規定する指定居宅介護をいう。）又は重度

訪問介護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成17年法律第123号）第５条第３項に規定する

重度訪問介護をいう。注10において同じ。）に係る指定障害福

祉サービス（同法第29条第１項に規定する指定障害福祉サービ

スをいう。注10において同じ。）の事業を行う事業所において

、指定居宅介護又は重度訪問介護に係る指定障害福祉サービス

を利用していた者に限る。）に対して、指定訪問介護を行った

場合に、現に要した時間ではなく、訪問介護計画（指定居宅サ

ービス基準第24条第１項に規定する訪問介護計画をいう。以下

同じ。）に位置付けられた内容の指定訪問介護を行うのに要す

る標準的な時間で所定単位数を算定する。

２ イについては、訪問介護員等（介護福祉士、介護保険法施行 ２ イについては、身体介護（利用者の身体に直接接触して行う

規則（平成11年厚生省令第36号）第22条の23第１項に規定する 介助並びにこれを行うために必要な準備及び後始末並びに利用

介護職員初任者研修課程を修了した者及び介護保険法施行令第 者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介助及び

３条第１項第２号に規定する者に限る。注４において同じ。） 専門的な援助をいう。以下同じ。）が中心である指定訪問介護

が、身体介護（利用者の身体に直接接触して行う介助並びにこ を行った場合に所定単位数を算定する。なお、身体介護が中心

れを行うために必要な準備及び後始末並びに利用者の日常生活 である指定訪問介護の所要時間が20分未満である場合は、イ⑴

を営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助 の所定単位数を、身体介護が中心である指定訪問介護の所要時

をいう。以下同じ。）が中心である指定訪問介護を行った場合 間が20分未満であって、かつ、別に厚生労働大臣が定める基準

に所定単位数を算定する。なお、身体介護が中心である指定訪 に適合するものとして都道府県知事（地方自治法（昭和22年法

問介護の所要時間が20分未満である場合は、イ⑴の所定単位数 律第67号）第252条の19第１項の指定都市（以下「指定都市」

を、身体介護が中心である指定訪問介護の所要時間が20分未満 という。）及び同法第252条の22第１項の中核市（以下「中核

であって、かつ、別に厚生労働大臣が定める基準に適合するも 市」という。）にあっては、指定都市又は中核市の市長。以下

のとして都道府県知事（地方自治法（昭和22年法律第67号）第 同じ。）に届け出た指定訪問介護事業所において、別に厚生労
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252条の19第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）及 働大臣が定める基準に適合する利用者に対して行われる場合は

び同法第252条の22第１項の中核市（以下「中核市」という。 、イ⑴の所定単位数を当該算定月における１月当たりの訪問介

）にあっては、指定都市又は中核市の市長。以下同じ。）に届 護費を指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関す

け出た指定訪問介護事業所において、別に厚生労働大臣が定め る基準（平成18年厚生労働省告示第126号）の別表指定地域密

る基準に適合する利用者に対して行われる場合は、イ⑴の所定 着型サービス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応型訪問

単位数を当該算定月における１月当たりの訪問介護費を指定地 介護看護費のイ⑴のうち当該利用者の要介護状態区分に応じた

域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 所定単位数を限度として、それぞれ算定する。

18年厚生労働省告示第126号）の別表指定地域密着型サービス

介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の

イ⑴のうち当該利用者の要介護状態区分に応じた所定単位数を

限度として、それぞれ算定する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十

二年厚生省告示第十九号）別表指定居宅サービス介護給付費単位

数表（以下「指定居宅サービス介護給付費単位数表」という。）

の訪問介護費の注２の厚生労働大臣が定める基準

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

イ 利用者又はその家族等から電話等による連絡があった場合に

、常時対応できる体制にあること。

ロ 指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十七号。以

下「指定居宅サービス等基準」という。）第五条第一項に規定

する指定訪問介護事業所をいう。以下同じ。）に係る指定訪問

介護事業者（指定居宅サービス等基準第五条第一項に規定する

指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）が次のいずれかに該

当すること。

⑴ 当該指定訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者（指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準（平成十八年厚生労働省令第三十四
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号。以下「指定地域密着型サービス基準」という。）第三条

の四第一項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、

一体的に事業を実施していること。

⑵ 当該指定訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者の指定を併せて受けようとする計画を策定し

ていること（当該指定訪問介護事業者については、要介護状

態区分が要介護三、要介護四又は要介護五である者に対して

指定訪問介護（指定居宅サービス等基準第四条に規定する指

定訪問介護をいう。以下同じ。）を行うものに限る。）。

３・４ （略） ３・４ （略）

５ 身体介護が中心である指定訪問介護を行った後に引き続き所 ５ 身体介護が中心である指定訪問介護を行った後に引き続き所

要時間20分以上の生活援助が中心である指定訪問介護を行った 要時間20分以上の生活援助が中心である指定訪問介護を行った

場合（イ⑴の所定単位数を算定する場合を除く。）は、イの所 場合（イ⑴の所定単位数を算定する場合を除く。）は、イの所

定単位数にかかわらず、イの所定単位数に当該生活援助が中心 定単位数にかかわらず、イの所定単位数に当該生活援助が中心

である指定訪問介護の所要時間が20分から計算して25分を増す である指定訪問介護の所要時間が20分から計算して25分を増す

ごとに66単位（198単位を限度とする。）を加算した単位数を ごとに67単位（201単位を限度とする。）を加算した単位数を

算定する。 算定する。

６ 別に厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者（指定居宅サ ６ 別に厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者（指定居宅サ

ービス基準第５条第２項のサービス提供責任者をいう。以下同 ービス基準第５条第２項のサービス提供責任者をいう。以下同

じ。）を配置している指定訪問介護事業所において、指定訪問 じ。）を配置している指定訪問介護事業所（平成30年３月31日

介護を行った場合は、所定単位数の100分の70に相当する単位 までの間は、別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものと

数を算定する。 して都道府県知事に届け出た指定訪問介護事業所を除く。）に

おいて、指定訪問介護を行った場合は、所定単位数の100分の7

0に相当する単位数を算定する。

※ 別に厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者の内容は次のと

おり。

指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問介護費の注６の厚生
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労働大臣が定めるサービス提供責任者

介護保険法施行規則（平成十一年厚生省令第三十六号）第二十

二条の二十三第一項に規定する介護職員初任者研修課程を修了し

た者（厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者（平成二十四年

厚生労働省告示第百十八号）に規定する者を除く。）

（削る） ７ 指定訪問介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは

隣接する敷地内の建物（老人福祉法（昭和38年法律第133号）

第20条の４に規定する養護老人ホーム、同法第20条の６に規定

する軽費老人ホーム若しくは同法第29条第１項に規定する有料

老人ホーム又は高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13

年法律第26号）第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向

け住宅であって同項に規定する都道府県知事の登録を受けたも

のに限る。以下この注並びに訪問入浴介護費の注４、訪問看護

費の注３及び訪問リハビリテーション費の注２において同じ。

）若しくは指定訪問介護事業所と同一建物に居住する利用者又

は指定訪問介護事業所における一月当たりの利用者が同一の建

物に20人以上居住する建物の利用者に対し、指定訪問介護を行

った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定

する。

７～９ （略） ８～10 （略）

10 共生型居宅サービス（指定居宅サービス基準第２条第７号に （新設）

規定する共生型居宅サービスをいう。以下同じ。）の事業を行

う指定居宅介護事業者（指定障害福祉サービス等基準第５条第

１項に規定する指定居宅介護事業者をいう。）が当該事業を行

う事業所（以下この注において「共生型居宅サービスを行う指

定居宅介護事業所」という。）において、居宅介護従業者基準

第１条第４号、第９号、第14号又は第19号から第21号までに規

定する者が共生型訪問介護（指定居宅サービス基準第39条の２

に規定する共生型訪問介護をいう。以下この注において同じ。
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）を行った場合は、１回につき所定単位数の100分の70に相当

する単位数を算定し、共生型居宅サービスを行う指定居宅介護

事業所において、居宅介護従業者基準第１条第５号、第10号又

は第15号に規定する者が共生型訪問介護を行った場合は、１回

につき所定単位数の100分の93に相当する単位数を算定し、共

生型居宅サービスの事業を行う重度訪問介護に係る指定障害福

祉サービスの事業を行う者が当該事業を行う事業所において共

生型訪問介護を行った場合は、１回につき所定単位数の100分

の93に相当する単位数を算定する。

11 指定訪問介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは （新設）

隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問介護事業所と同一の建

物（以下この注において「同一敷地内建物等」という。）に居

住する利用者（指定訪問介護事業所における１月当たりの利用

者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する利用

者を除く。）又は指定訪問介護事業所における１月当たりの利

用者が同一の建物に20人以上居住する建物（同一敷地内建物等

を除く。）に居住する利用者に対して、指定訪問介護を行った

場合は、１回につき所定単位数の100分の90に相当する単位数

を算定し、指定訪問介護事業所における１月当たりの利用者が

同一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者に

対して、指定訪問介護を行った場合は、１回につき所定単位数

の100分の85に相当する単位数を算定する。

12～16 （略） 11～15 （略）

ニ （略） ニ （略）

ホ 生活機能向上連携加算 ホ 生活機能向上連携加算 100単位

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

注１ ⑴について、サービス提供責任者が、指定訪問リハビリテー 注 利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所（指定居

ション事業所（指定居宅サービス基準第76条第１項に規定する 宅サービス基準第76条第１項に規定する指定訪問リハビリテーシ

指定訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）、指 ョン事業所をいう。以下同じ。）又は指定通所リハビリテーショ
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定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス基準第11 ン事業所（指定居宅サービス基準第111条第１項に規定する指定

1条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事業所をい 通所リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）の理学療法

う。以下同じ。）又はリハビリテーションを実施している医療 士、作業療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーション

提供施設（医療法（昭和23年法律第205号）第１条の２第２項 （指定居宅サービス基準第75条に規定する指定訪問リハビリテー

に規定する医療提供施設をいい、病院にあっては、許可病床数 ションをいう。以下同じ。）又は指定通所リハビリテーション（

が200床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメー 指定居宅サービス基準第110条に規定する指定通所リハビリテー

トル以内に診療所が存在しないものに限る。以下注２及び特定 ションをいう。以下同じ。）の一環として当該利用者の居宅を訪

施設入居者生活介護費の注６において同じ。）の医師、理学療 問する際にサービス提供責任者が同行する等により、当該理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の 法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の状況等の評価

向上を目的とした訪問介護計画を作成し、当該訪問介護計画に を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした訪問介護計

基づく指定訪問介護を行ったときは、初回の当該指定訪問介護 画を作成した場合であって、当該理学療法士、作業療法士又は言

が行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。 語聴覚士と連携し、当該訪問介護計画に基づく指定訪問介護を行

２ ⑵について、利用者に対して、指定訪問リハビリテーション ったときは、初回の当該指定訪問介護が行われた日の属する月以

事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテー 降３月の間、１月につき所定単位数を加算する。

ションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーション（指定

居宅サービス基準第75条に規定する指定訪問リハビリテーショ

ンをいう。以下同じ。）、指定通所リハビリテーション（指定

居宅サービス基準第110条に規定する指定通所リハビリテーシ

ョンをいう。以下同じ。）等の一環として当該利用者の居宅を

訪問する際にサービス提供責任者が同行する等により、当該医

師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の

状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的と

した訪問介護計画を作成した場合であって、当該医師、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士と連携し、当該訪問介護計画

に基づく指定訪問介護を行ったときは、初回の当該指定訪問介

護が行われた日の属する月以降３月の間、１月につき所定単位

数を加算する。ただし、⑴を算定している場合は、算定しない

。

ヘ 介護職員処遇改善加算 ヘ 介護職員処遇改善加算
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定 の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介護を行った場合は 訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷ 、当該基準に掲げる区分に従い、平成30年３月31日までの間、次

及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、 に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げる ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその の加算は算定しない。

他の加算は算定しない。

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略）

２ 訪問入浴介護費 ２ 訪問入浴介護費

イ 訪問入浴介護費 1,250単位 イ 訪問入浴介護費 1,234単位

注１～３ （略） 注１～３ （略）

４ 指定訪問入浴介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若し ４ 指定訪問入浴介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若し

くは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問入浴介護事業所と くは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問入浴介護事業所と

同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」という 同一建物に居住する利用者又は指定訪問入浴介護事業所におけ

。）に居住する利用者（指定訪問入浴介護事業所における１月 る一月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物の

当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建物に 利用者に対し、指定訪問入浴介護を行った場合は、所定単位数

居住する利用者を除く。）又は指定訪問入浴介護事業所におけ の100分の90に相当する単位数を算定する。

る１月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物（

同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、指定

訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所定単位数の100分

の90に相当する単位数を算定し、指定訪問入浴介護事業所にお

ける１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住す

る建物に居住する利用者に対して、指定訪問入浴介護を行った

場合は、１回につき所定単位数の100分の85に相当する単位数

を算定する。

５～８ （略） ５～８ （略）

ロ （略） ロ （略）

ハ 介護職員処遇改善加算 ハ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金
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